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採 り、北東ア ジア の ア ムス テ ル ダム を目指 して い る 。 仁川国際空港地域 釜 山港地域等で

は朝鮮語 と英語 を公用語 とする 自由経済都市の 建設が既に行われて い る。

　初等学校か らの英語教育は こ の ような背景に基づ き強化され つ つ ある 。 D98 奪教育部 は

初等 中学、高等学校の 英語の 授業は English　only で実施するこ とを求め 、 2001年度か ら

年次的に English　olily の 授業を開始 した。 2004年度で は初等学校 3 学年か ら高等学校 3 学

年まで の 英語の 授業 はすべ て英語で 行わ れ る こ とにな っ て い る。 教員の 研修機会が増加、

English　11nmersion　Program を導入する学校 、 施設の 増加等が顕著にな っ て きた 。

　　　東ア ジ ア の 外国語教育政策 ：小学校で の英語導入 に つ い て その 現状 と課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　 台湾 の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 相川 真佐夫 （和歌山信愛女子短期大学）

　台湾では 2001年か ら、 国民小学 5年生 を開始学年 として週 2 時間の 英語が科 目として全

面的に 導入されて い る。 また同時に 、 学習内容を国民小学の 6年間 と国民中学の 3年間と

合わせ た 「國民 中小學九年一
貫課程」を施行 し、語文領域の 「英語」 の 課程綱要に よ っ て、

英語教育 5年間の カ リキ ュ ラ ム の連結 ・連携を強化 しようとして い る 。
こ の 9年一

貫の義

務教育の 目的は 厂国家発展 の 必要性」
「社会の 期待 へ の 対応 」 で あ る 。

　中央教育部の 政策に よ り、導入 2 年前 に教員の質量 確保の 対策と して 臨時的認証試験と

研修が行われ 、 約 3
，
500 人の 資格を持 っ た教員が用 意で き るはずだ っ た 。 しか し 、 実際に

はそ の数は 2 年間の研修期 間に 3分の 2 に減少 した 。 また、ほ とん どの 地方教育局 が独 自

の英語教育政策を打ち出 し、 国民小学 1年生や 2年生 とい う早期か ら英語 をは じめたため 、

指導能力 の ある教員の 不足が 問題 とな っ てい る 。 その ような中、 新竹市で は 、 他 の 都市に

先がけて英語の母語話者の 教員を導入 は じめ 、 その 動 きは全島に広 ま りつ つ あ る 。 また 、

中央政府 も英語母 語話者の 大量 招聘に乗 り出そ うと して い る 。

一
方、小学教員養成機関で

あ る師範学院で は英語系の専門科 目を設けて い るが 、まだ需要に追い つ かない段 階で ある 。

　中央の 教育部が 打ち出す課程綱要が存在するもの の 、 各地方教育局 、 各学校が地域の特

色や方針に合わせ て独 自に英語教育の カ リキ ュ ラム を設計 して い る。地方分 権化に よっ て 、

教育政策が 多様化する中、 開始学年や学習内容な どに地域差が現れ 、 もはや 「競争」 とも

捉え られ る状況が 続い て お り、都市部 と僻地 ・離島との 間に生 じた格差が 問題 とな っ てい

る 。
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